
 

 

令 和  ６  年  ２  月 ２ ０ 日 招 集  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 第 １ 回 薩 摩 川 内 市 議 会 定 例 会 

 

 

 

 

 

議 案 

 

 

 

 

そ の ５ 

 

 

 

 



議 案  

番 号  
件               名  備   考  

５ ３  人 権 擁 護 委 員 候 補 者 の 推 薦 に つ い て  

 

５ ４  人 権 擁 護 委 員 候 補 者 の 推 薦 に つ い て  

５ ５  令 和 ５ 年 度 薩 摩 川 内 市 一 般 会 計 補 正 予 算  予 算 書 は 別 冊  

 



議案第５３号 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

下記の者を、人権擁護委員の候補者に推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

令和 ６ 年 ３ 月２５日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

記  

 

 

住   所   薩摩川内市樋脇町塔之原 

 

氏   名   東
ひがし 

 原
はら 

 辰
たつ 

 巳
 み 

 

 

生年月日  昭和３２年 

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

本市の区域に置かれている人権擁護委員 東原辰巳 氏の任期が本年６月３０

日満了することとなるので、新たに委員候補者を法務大臣に推薦したいが、これ

については、人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要が

ある。 

これが本案提出の理由である。 
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参 照 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号） 

（委員の推薦及び委嘱） 

第６条 人権擁護委員は、法務大臣が委嘱する。 

２ 略 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住

民で、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社

会事業家、教育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労

働者、青年等の団体であつて直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支

持する団体の構成員の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委

員の候補者を推薦しなければならない。 

４～８ 略 

（委員の任期） 

第９条 人権擁護委員の任期は、３年とする。・・・略・・・ 
 

 

参  考  

本人の略歴 
 
昭和５４年 ３ 月  鹿児島大学教育学部卒業 
 
 
昭和５６年 ４ 月  加世田市立加世田小学校教諭  
 
 
昭和５９年 ４ 月  大島郡宇検村立阿室小学校教諭 
 
 
昭和６３年 ４ 月  川内市立隈之城小学校教諭 
 
 
平成 ３ 年 ４ 月  曽於郡有明町教育委員会社会教育課派遣社会教育主事 
 
 
平成 ６ 年 ４ 月  鹿児島市立宇宿小学校教諭 
 
 
平成 ９ 年 ４ 月  姶良郡姶良町教育委員会社会教育課主幹兼社会教育係長兼 

 
 

文化係長兼社会教育主事 
 
 
平成１３年 ４ 月  鹿児島市教育委員会生涯学習課指導主事 
 
 
平成１７年 ４ 月  薩摩川内市立隈之城小学校教頭 
 
 
平成２０年 ４ 月  鹿屋市立田崎小学校教頭 
 
 
平成２３年 ４ 月  奄美市立崎原小学校校長兼奄美市立崎原中学校校長 
 
 
平成２６年 ４ 月  薩摩川内市立入来小学校校長兼薩摩川内市立いりき幼稚園 
 
 

園長 
 
 
平成３０年 ４ 月  薩摩川内市教育委員会社会教育課社会教育指導員 
 
 

  （現在に至る。） 
 
 
令和 ３ 年 ７ 月  人権擁護委員（現在に至る。） 
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議案第５４号 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

下記の者を、人権擁護委員の候補者に推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

令和 ６ 年 ３ 月２５日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

記  

 

 

住   所   薩摩川内市東郷町斧渕 

 

氏   名   上
かみ 

 口
ぐち 

 敬
けい 

 子
こ 

 

 

生年月日  昭和３６年 

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

本市の区域に置かれている人権擁護委員 上口敬子 氏の任期が本年６月３０

日満了することとなるので、新たに委員候補者を法務大臣に推薦したいが、これ

については、人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要が

ある。 

これが本案提出の理由である。 
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参 照 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号） 

（委員の推薦及び委嘱） 

第６条 人権擁護委員は、法務大臣が委嘱する。 

２ 略 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住

民で、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社

会事業家、教育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労

働者、青年等の団体であつて直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支

持する団体の構成員の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委

員の候補者を推薦しなければならない。 

４～８ 略 

（委員の任期） 

第９条 人権擁護委員の任期は、３年とする。・・・略・・・ 
 

 

参  考  

本人の略歴 
 
昭和５４年 ３ 月  鹿児島県立川内商工高等学校商業科卒業 
 
 
昭和５４年 ４ 月  東郷町雇員 
 
 
昭和６０年 ４ 月  東郷町事務吏員 
 
 
昭和６０年 ７ 月  東郷町主事 
 
 
平成２１年 ４ 月  薩摩川内市総務部契約検査課契約グループ長 
 
 
平成２６年 ４ 月  薩摩川内市企画政策部コミュニティ課長代理兼男女共同参 
 
 

画グループ長 
 
 
平成２９年 ４ 月  薩摩川内市企画政策部地域政策課長 
 
 
平成３０年 ４ 月 

｝薩摩川内市市民福祉部環境課長 
令和 ３ 年 ３ 月 
 
 
令和 ３ 年 ７ 月  人権擁護委員（現在に至る。） 
 
 
令和 ４ 年 ４ 月  薩摩川内市行政不服審査会委員（現在に至る。） 
 
 
令和 ４ 年 ４ 月  鹿児島県男女共同参画地域推進員（現在に至る。） 
 
 
令和 ４ 年 ７ 月  薩摩川内市自殺対策ネットワーク協議会委員 
 
 

（現在に至る。） 
 
 
令和 ５ 年 ６ 月  薩摩川内市人権対策事業審議会委員（現在に至る。） 
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